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はじめに

「災害対策基本法等の一部を改正する法律」（平成２５年６月２１日公布）では、
「避難行動要支援者名簿の作成の義務化」および「被災者の援護を総合的かつ効率的に
実施するための被災者台帳の整備」について、下記のように明記されています。

市町村長は、高齢者・障害者等の災害時の避難に特に配慮を要するものについて名
簿を作成し、本人からの同意を得て、消防、民生委員等の関係者にあらかじめ情報提
供するものとするほか、名簿の作成に際し、必要な個人情報を利用できることとする
こと

市町村長は、被災者に対する支援状況等の情報を一元的に集約した被災者台帳を作
成することができるものとするほか、台帳の作成に際し必要な個人情報を利用できる
こととすること

地震・津波による大規模な災害への対応のみならず、風水害も多発しており、被災者
支援業務をおこなうにあたって、被災者の情報を一元的に管理する被災者台帳は、ます
ます重要性を増しています。

一定規模以上の被災者が発生するような災害において、り災証明の発行をはじめとす
る被災者支援業務を迅速・確実におこなうためには、被災者台帳を管理するためのシス
テムを導入し、デジタルで管理・運用することが有用です。本書では、その一助となる
ように、地域情報プラットフォームを活用した、被災者台帳管理関連システムの必要性
とシステム導入にあたって必要になる事項を提示・解説します。
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被災者台帳とは

被災者台帳とは、『被災者支援について「支援漏れ」や「手続の重複」をなくし、中
長期にわたる被災者支援を総合的かつ効率的に実施するため、個々の被災者の被害状況
や支援状況、配慮事項等を一元的に集約するもの』です。

特に、大規模な災害が発生した場合は、被災者数も多数になるとともに被災者ごとに
被害状況や必要な支援の状況も多様になり、被災者支援業務も複雑になります。こうし
た状況下で、様々な被災者への支援を漏れなく、かつ、迅速・効果的・効率的におこな
うためには、被災者台帳の整備と活用ができるように「日頃から」準備しておくことが
非常に重要です。

被災者台帳

災害発生！

迅速な被災者台帳の作成
（災害対策基本法第90条の3第1項）

被災者台帳を活用した
総合的かつ効果的な被災者への援護の実施

台帳情報の利用（災害対策基本法第90条の4第1項第2号）

適確な援護実施
・援護漏れや二重支給等の防止

被災者の負担軽減
・同様の申請の削減

迅速な援護
・情報集約による迅速・正確な援護

関係部署の負担軽減
・関係情報共有による重複の排除

台帳情報の提供（災害対策基本法第90条4第1項第1号、第3号）

外部団体による援護の効率化

関
係
部
署
で
の
情
報
共
有
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被災者支援業務の流れ

災害が発生した際、自治体においては被災者支援のための迅速な対応・業務遂行が求
められます。

被災者の把握と支援（緊急対策期～応急対策期）

・被災者と避難状況を的確に把握し、避難者や避難行動要支援者等の適切な見守り

・避難所の運営と緊急物資の配布等の適確な実施

被災者の認定と支援（応急対策期～復旧・復興期）
・住家被害調査などを通じた迅速な被災認定

・被災者の状況に応じた適切な各種支援（義援金配布や、各種減免など）の実行

被災者支援は様々な分野・領域に渡るため、フェーズや連携先・業務・対応部署が異
なってきます。これらの情報を、総合的に管理するための手段として、被災者台帳は非
常に重要です。また、災害初期段階での避難行動に支援が必要となる避難行動要支援者
名簿と連携した被災者台帳の管理も必要です。被災者台帳を迅速に作成・整備するため
には、平常時の事前準備が重要になります。

避難行動要支援者名簿の更新＜仕組みの例＞
① 新たに当該市町村に転入してきた要介護高齢

者、障害者等や、新たに要介護認定や障害認
定を受けた者のうち、避難行動要支援者に該当
する者を避難行動要支援者名簿に掲載するとと
もに、新規に避難行動要支援者名簿に掲載さ
れた者に対して、平常時から避難支援等関係者
に対して名簿情報を提供することについて同意の
確認を行う。

② 転居や死亡等により、避難行動要支援者の異
動が住民登録の変更等により確認された場合は
、避難行動要支援者名簿から削除する。

（「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組
指針」（H25.8, 内閣府）)

「市町村長は、被災者台帳の作成のため必要
があると認めるときは、関係地方公共団体の長
その他の者に対して、被災者に関する情報の提
供を求めることができる。」（災害対策基本法
90条の3第4項）

「市町村長は、避難行動要支援者名簿の作
成のため必要があると認めるときは、関係都道
府県知事その他の者に対して、要配慮者に関
する情報の提供を求めることができる。」（災害
対策基本法49条の10第4項）

「市町村長は、当該市町村に居住する要配慮
者のうち、避難行動要支援者の把握に務めると
ともに、避難支援等を実施するための基礎とす
る名簿（避難行動要支援者名簿）を作成し
ておかなければならない。」（災害対策基本法
49条の10第1項）

避難行動要支援者
名簿
の作成

要配慮者
の把握

避難行動要支援者
名簿の更新と情報

の共有

被災者台帳の作成
「市町村長は、当該市町村の地域に係る災害
が発生した場合において、当該災害の被災者の
援護を総合的かつ効率的に実施するため必要
があると認めるときは、被災者の援護を実施する
ための基礎とする台帳（被災者台帳）を作成
することができる。」（災害対策基本法90条の3
第1項）

被災者への援護の
実施

＜関連事務等＞ ＜根拠法令等＞

計画
・

平常時準備

事前避難等の対応
実施

警戒期

緊急対策期
～

応急対策期
～

復旧・復興期

＜台帳整備・運用の観点＞

住民基本台帳や介護・福祉関係システ
ムの情報を利用した

適切な要配慮者の把握と
名簿の作成

関連システムとの情報連携により、
住民異動や要介護・障害者認定に

応じた名簿の適時更新

住民基本台帳と避難行動要支援者名
簿との情報連携による

効率的で漏れのない被災者台帳の作成

被災者台帳の情報共有による
被害状況の把握と処理管理・

効率的で漏れのない援護置等への
対応

災害発生

被災者の認定

住家被害状況調査との連携による
適確で迅速な被災者認定
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被災者台帳のシステム活用した被災者支援の例

(1-3) 住民基本台帳他から
の日次データ連携

計画・平常時準備 警戒期 緊急対策期

(2) 避難所開設・管理

(3) 緊急物資管理

(4) 住家被害調査票の準備・出力

(5) 住家被害調査結果の入力

(7) 義援金・見舞金の配布

(8) 倒壊家屋管理、
仮設住宅入居対応

(9) 支援金給付、
災害義援金・貸付金等対応

(10) 犠牲者・遺族へ
の対応、減免措置など

(6) 罹災証明の発行

(1-2) 住民と住家の紐付け

(1-1) 体制構築・訓練

応急対策期 復旧・復興期
災害発生

被災者台帳

台
帳
の
立
ち
上
げ
の
準
備

入力 参照

被災者台帳のシステムを整備・導入することで、住民の安心・安全を確保するための
被災者支援業務の様々な場面への活用が可能になります。

・避難所管理との連携： 避難者や避難行動要支援者等の見守り

・緊急物資管理 ： 避難所の被災者実態に応じた物資確保・配布、資材搬出入管理

・住家被害調査・罹災証明発行： 迅速・効率的な住家被害調査管理と罹災証明発行

・義援金・見舞金配布、支援金給付： 支援実施状況の確実な管理

・仮設住宅入居対応： 被災者の属性・状況に応じた対応の実施

・減免措置： 関連制度を扱うシステムとの連携による適確・迅速な対応の実施

また、平常時に、住民基本台帳との連携や、住民や住家との紐付けを準備しておくこ
とで、災害発生時に速やかに被災者台帳を立ち上げ、システムを運用することが可能に
なります。

被災者支援業務の流れのイメージ
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被災者台帳管理システムの導入・運用のためのチェック

No

本書では、被災者台帳管理システムの導入や運用のためのポイントを概説しています。
以下で、自団体の状況をチェックし、導入や運用の参考にしてください。

被災者台帳のシステムを
導入済みである 「システム化の必要性」（p.6）へ

Yes

被災者台帳と
住民基本台帳や福祉関係のシステムとの

情報連携ができている
「システム間連携の重要性」（p.7）へ

No

「標準化の重要性と
地域情報プラットフォーム」（p.8）へ

「平常時の準備の重要性」（p.9）へ

「避難行動要支援者や
福祉関係システムとの連携」（p.10）へ

「罹災証明と被災者台帳の関係」
（p.11）へ

「被災住家（被災家屋）データとの
関係」（p.12））へ

「地名辞典（住所辞書）や
GISの活用」（p.13）へ

地域情報プラットフォーム準拠の
システムを導入済みである

被災者台帳のシステムを
運用するための体制やマニュアルの

整備は十分である

避難行動要支援者名簿を
被災者台帳に関連付けた運用の

検討ができている

罹災証明の迅速な発行のために、
住民情報と住家被害調査との
紐付け準備ができている

Yes

Yes

No

No

No

No

Yes

チェックポイント 本書での概説箇所
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システム化の必要性

被災者台帳の作成・整備にあたっては、

 紙媒体やExcel、Accessなどの電子ファイルによる作成・整備

 被災者支援のためのシステムによる作成・整備

といった方法があります。それぞれにメリット・デメリットがありますが、紙媒体や電
子ファイルベースの台帳では、迅速な対応に支障が出たり、庁内での被災者に関する情
報共有に支障が出たりすることが想定できます。また、過去には、震災発生後1か月を
経ても、罹災証明書の発行が3割程度にとどまるなどの例もあります。

被災者台帳をシステム化し運用することで、災害時の被災者に関する情報の集約・名
寄せが容易になり、被災者の状況把握・共有が素早くできるようになるため、確実な対
応・対策おこなえます。特に被災者は福祉、子育て、税などの様々な部署（窓口）に何
度も相談に来ることが想定されるため、情報共有が迅速・確実にできることは非常に重
要です。さらには、位置情報との連携も容易になり、GISを活用した災害状況の可視化
や分析による効果、防災・減災のための事前の災害シミュレーションの効果も期待でき
ます。

また、災害が発生してから、新たにシステムを立ち上げるのには時間がかかります。
普段からシステムによる作成・整備をできるように、準備を進めることを推奨します。

作成・整備形式 メリット デメリット

紙媒体や
Excel,Accessな
どの電子ファイル

• 学習コストが低い。
• 被災者が極少ない場合は、低コ
ストで対応が可能。

• 専用のソフトウェアは不要。
• 計算式やソフトの機能を使うこと
で、一定程度の集計や検索が
可能。

• 集計や検索に手間がかかる。
• 情報の共有方法や範囲が限定され
る。

• 複数人や複数部署での同時更新が
しにくく、情報の整理に手間がかかる。
（部署ごとに台帳が分散し、整合性
が取れなくなる恐れがある。）

被災者支援のた
めのシステム

• 処理が迅速・効率的に可能。
• 被災者台帳に関連する各種業
務機能を備える（避難所管理、
救援物資管理、仮設住宅入居
管理、罹災証明交付など。）

• データベースとして情報が管理さ
れており、集計や検索が容易。

• 複数人や複数部署からの参照・
共有、同時入力・更新が可能。

• GISと連携した災害状況・被災
者状況の可視化・分析が容易。
防災・減災のための事前の災害
シミュレーションも可能。

• システム導入・維持に一定のコストが
必要。

• 台帳の基礎となる住民データ等を扱
うための前処理やマッチング処理が必
要。（ただし、標準化されたデータの
準拠していれば、本処理は低減され
る。）

• 操作方法等に関する学習が必要。

- 6 -



被災者台帳では、被災者に関する以下に示す事項を管理します。

災害発生時点の当該自治体の住民を基本として、住民の被災の有無や状況などを被災
者台帳で管理することになります。上記事項のうち、下線を付けたものは、住民基本台
帳や介護・福祉のシステム上で管理していますので、これらのシステムを基に被災者台
帳の情報として整備することで、正確な状況把握が可能になります。

したがって、被災者台帳のスムーズな作成・整備には、住民基本台帳をはじめ、障害
者福祉、介護保険などの福祉関係システムから、必要な情報を取り出し、被災者台帳の
システムに取り込むという、システム間でのデータ連携ができることが重要です。

また、被災者・世帯からの申請に基づき、減免などの支援をする場合は、申請者・世
帯を被災者であるかを照合する必要があります。被災者台帳を作成・整備する際に、各
システムで利用している住民や世帯を一意に特定するキーを格納しておくことで、容易
にシステム間で連携することができます。これをせずに被災者台帳を作成・整備したり、
罹災証明を発行してしまうと、後ほど減免などの支援をする際に名寄せの手間が必要に
なります。

システム間データ連携の重要性

住民

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

市町村（被災地）

被災者台帳管理

市町村

都道府県

介護保険

障害者福祉

母子保健

罹災証明書

罹災証明書
発行申請

認定

固定資産税

状況把握

情報照会元

避難所

避難者名簿

ＧＩＳ

【台帳作成後、想定される各種申請例】
・被災者再建支援制度に基づく申請
・義援金の申請
・個人住民税の減免申請
・国民健康保険証関連の申請

（減免・再発行）
・後期高齢者医療保険料関連の申請
（減免・再発行）

・介護保険証関連の申請
（減免・再発行）

・受給者証の再発行申請 等

住民基本台帳

審査

避難行動
要支援者名簿

被災者台帳

母子保健

照会応答

被災者支援
照会応答

障害者福祉
照会応答

介護保険
照会応答

特別児童扶養手当

照会応答

障害者福祉
照会応答

被災者支援
照会応答

・住民（本人）
・他の地方自治体
・他団体 等

識別番号
（住民を一意に識別する番号）

で串刺し連携

マイナンバーによる連携

・電話番号その他連絡先 ・世帯構成 ・罹災証明交付状況
・情報提供の同意状況 ・情報提供状況
・個人番号（利用する場合） ・その他必要事項

・氏名 ・生年月日 ・性別 ・住所または居所
・住家被害やその他被害の状況 ・援護実施状況 ・要配慮者情報

災害対策基本法施行規則で
定める事項

（第90条の3第2項）

災害対策基本法で定める事項
（第90条の3第2項）

被災住家等証明書
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標準仕様に準拠した
システム製品であれば

データ連携が
容易に可能

被災者台帳のシステムを導入するにあたっては、住民基本台帳をはじめ、障がい者福
祉、介護保険などの福祉関係システムとデータ連携ができることが重要です。

システム間でデータ連携をするには、通常、データ項目や形式、連携方法などをシス
テムの種類や製品ごとに調整する必要があり、そのための費用や時間が必要になります。
この問題は、連携するデータ項目や方法をシステムごとにバラバラにならないように統
一のものに標準化し、これに従って作られたシステムを導入することで解決できます。

自治体のシステムについて、システム間のデータ連携に関する事項を標準化し、仕様
として取りまとめたのが「地域情報プラットフォーム標準仕様」です。この仕様に準拠
したシステムを導入することで、データ連携のための調整が不要になり、安価・迅速に
データ連携が可能になります。

標準化の重要性と地域情報プラットフォーム

- 8 -

市町村

住民
基本台帳 介護保険 障害者

福祉

自治体業務アプリケーションユニット

避難行動要支援者
名簿管理

地名辞典

GISユニット

防災業務アプリケーションユニット標準仕様
（防災情報共有ユニットは、防災情報システムに内包されケースも想定される）

・・・

地域情報
プラットフォーム
業務ユニット間
インタフェース

被災者台帳
管理

データ連携をするためには、連携元と連携先の両方のシステムが、標準仕様に準拠し
ていることが必要なため、システム導入にあたっては、被災者台帳のシステム側が標準
仕様に準拠しているだけでは不十分です。住民基本台帳や介護保険、障がい者福祉など
の自治体業務システムが標準仕様に則したデータを出力できること、すなわち地域情報
プラットフォーム標準仕様に「避難行動要支援者名簿管理ユニット及び被災者台帳管理
ユニットに対して情報提供できる製品」として準拠していることが非常に重要です。

避難行動要支援者名簿及び被災者台帳のデータ連携標準化の概要

システム間で
データ連携を
するための

データ項目や形式、
データ連携方法を

標準化

地域情報プラットフォーム標準仕様のファイル形式インタフェースによるデータ連携

被災者台帳
管理システム

電子ファイル
（CSVファイル）

ファイルから
データ入力
（インポート）

自治体基幹システム
住民基本台帳

障害者福祉

介護保険

ファイルに
データ出力

（エクスポート）

被災者台帳

標準化された
CSVファイルで受け渡し



被災者台帳は、災害発生時に作成・整備するものであり、平常時に運用されている台
帳ではありません。一方、災害の発生は頻発しており、平常時から危機管理の意識を
もって対応していくことが求められます。特に大規模な災害の発生時には、被災者支援
業務をする自治体側も混乱していることも想定されるため、発災時に、迅速かつ適確に
被災者台帳を作成・整備し、被災者支援に活用していくためには、平常時からの備えが
重要です。

発災時に、被災者台帳のシステムをスムーズに立ち上げ、運用するという観点では以
下の事項を平常時から準備することが必要です。

 住民基本台帳やその他関係するシステムから速やかに情報出力し、被災者台帳の
システムに取り込めるようにする

 地域情報プラットフォームに準拠した製品の導入が有用

 日次でデータ連携（自動・手動）させて発災に備えている例もあり

 各種被災者支援業務やシステム利用の担当部署の明確化など体制の整備

 業務マニュアルに加え、システムの処理・運用手順（マニュアル）の整備と適時
の見直し・更新

システムの処理手順の例（新潟県三条市）

 被災者台帳管理システムの稼働訓練の実施

 被災者台帳管理システムの定期的な操作研修・訓練の実施

 本番を意識し、申請受付の流れや内容の聞き取りのポイントなども考慮し
ながら、システム操作訓練を実施している例もあり

 防災訓練の一環としてシステムの稼働訓練を行っている例もあり

 被災家屋調査の事前準備（住民地図の準備）

 平時から、家屋台帳の所有者と住民基本台帳との名寄せを行い、発災時に
被災家屋調査票の出力等が容易にできるように準備している例もあり

平常時の準備の重要性
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1. ユーザ登録 1. 翻訳テーブルの設定 1. 避難所登録
 ①操作権限設定  ①分類と品目の設定
2. 翻訳テーブルの設定  ②保管場所の登録
 ①続柄などのコード設定  ③備蓄品の入庫処理
３. 証明書の規定値登録
 ①市長名等の登録
４. 事前設定処理
 ①変換テーブルの設定
 　建物の用途を、被災者支援
 　システム用に変換する
 ②名寄せ対象設定
５. 初回データ取込み設定
 ①金融機関等のデータ取込み
６. 初期データ取込み設定 2. 在庫照会 １．要支援者情報
 ①住基データ取込み  ①数量･期限チェック  ①システム
 ②家屋等データ取込みと 　に取込み
　名寄せ処理（共有・相続含む）  ②必要に応じて

（データセンター処理）(Access) 　既存GISに取込み

平
時

避難行動
要支援者関連

緊急物資管理
関連

被災者支援
関連

避難所関連

初
回
設
定

セットアップ

平時運用開始

７.災害名称設定
８. 調査票印刷 ３. 入庫処理 ２. 避難者登録 ２．避難状況確認
 ①調査票出力 ①入退所登録 　
 ②被災住家等一覧出力 ②安否確認照会等
 ③既存GIS等から地図出力 ４. 出庫処理
９. 調査結果の取込み
 ①システムに調査結果と
 　写真等を取込む
 ②必要に応じて既存GISに取込み
１０. 証明書の発行
 ①世帯に対して発行
 ②家屋に対して発行
１１．義援金配布（複数回想定）　※大規模災害での処理手順
 ①支給申請（口座届出）のお知らせ　　　※状況により既存の給付金等の登録口座を出力することもあり
 ②申請口座等の登録
 ③支払金額一括設定処理（被災度合で判定）
 ④支払金額例外更新処理
 ⑤振込みデータ作成
 ⑥支給決定通知、一覧、集計出力
１２．支援金配布（複数回想定）　※大規模災害での処理手順
 ①支給申請（口座届出）のお知らせ　　　※状況により既存の給付金等の登録口座を出力することもあり
 ②申請口座等の登録
 ③支払金額一括設定処理（被災度合で判定）
 ④支払金額例外更新処理
 ⑤振込みデータ作成
 ⑥支給決定通知、一覧、集計出力

発
災
後

災害発生

調査の実施



避難行動要支援者名簿と被災者台帳のデータ項目の俯瞰図

被災者台帳では、要配慮者情報を管理することになっています。要配慮者情報は、福
祉関係システムから得られる情報ですが、避難行動要支援者名簿を作成・更新するにあ
たっても必要な情報であり、地域情報プラットフォームでは、被災者台帳とデータ項目
を共通化し、データ連携できるようにしています。すなわち、地域情報プラットフォー
ムに準拠した避難行動要支援者名簿のシステムを導入している場合、避難行動要支援者
名簿で管理している情報と連携することで、被災者台帳を作成・整備をより効率的・効
果的に行うことができます。

避難行動要支援者や福祉関係システムとの連携

定義データ市町村における事務・業務ユースケース

避難行動要
支援者名簿
関連

[1]全体計画・地域防災計画の策定

[2]避難行動要支援者名簿の作成等
[2-1]要配慮者を把握する
[2-2]避難行動要支援者名簿を作成する
[2-3]避難行動要支援者名簿を更新・共有する
[2-4]避難行動要支援者名簿を提供する

[3]個別計画の作成

[4]発災時等における避難行動要支援者名簿の
活用

[4-1]避難のための情報伝達を行う
[4-2]避難行動要支援者の安否を確認する
[4-3]避難行動要支援者の避難を支援する

被災者台帳
関連

[5]被害調査

[6]被災者台帳の作成

[7]罹災証明書の発行

[8]被災者台帳の活用
[8-1]各種申請に被災者台帳を活用する
[8-2]復旧・復興事業に被災者台帳を活用する

[9]全体計画・地域防災計画の見直

避難行動要支援者情報

災害情報

被災者情報

被害情報

名簿独自情報

基本情報
（※１）

要配慮情報
（※１）

台帳独自情報

※１ 被災者台帳の作成に、避難行動要支援者名簿のデータ活用することができるように、データ項目を共通化する。

より、応用的な事例として総合福祉システムの情報を活用し支援度を付与・管理した
上で、被災者台帳と連携させ、被災者台帳のシステム上でわかりやすく表示し、住民の
支援に役立てる取り組みがあります。

福祉情報と連携した被災者台帳のシステム例（埼玉県狭山市）

No. 要援護 氏名 年齢 性別 状況 続柄 住所

1 えびの　快
カイ

人
ト

1966/**/**(49) 男 世帯主

2 えびの　弥生
ヤヨイ

1967/**/**(49) 女 妻

3 えびの　美里
ミサト

2000/**/**(16) 女 子

4 えびの　智美
トモミ

1997/**/**(19) 女 子

5 C10(D) 岐阜
ギフ

　仁美
ヒトミ

1980/**/**(36) 女 妊 世帯主の妻

6 岐阜
ギフ

　聡
サトシ

1982/**/**(33) 男 世帯主

7 ●C5(C) 杵築
キツキ

　剛
ゴウ

1935/**/**(81) 男 世帯主

8 ●D3(C) 杵築
キツキ

　苺
イチゴ

1938/**/**(78) 女 妻

(4) 9 D5(D) 竹田
タケタ

　亮輔
リョウスケ

1950/**/**(66) 男 世帯主 入間川7丁目32-16

10 D3(D) 静岡
シズオカ

　佳子
ケイコ

2008/**/**(8) 女 世帯主の子

11 静岡
シズオカ

　次郎
ジロウ

2000/**/**(16) 男 障 世帯主の子

　

　

　

(1) 入間川7丁目32-30

(2)

(3)

入間川7丁目30-10

入間川7丁目30-15

エリア内の住民の居所を番号で表示

高齢者、障がい者、妊婦、乳幼児等は
背景色で分かりやすく

任意のエリア内の住民を世帯ごとに一覧表示

福祉情報から支援度を付与・管理
（支援度はレベルやスコアで管理）

住民地図との組み合わせで、
支援対象を即座に把握
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被災者が、さまざまな支援を受ける際、自らの被害の程度を証明するものが必要とな
る場合があるため、災害対策基本法の一部改正（平成25年法律第54号）により、市町
村長は、被災者から申請があったときは、「罹災証明書」を遅滞なく交付しなければな
らないと規定されました。

罹災証明書は、住家の被害の程度を証明するものですが、住家被害認定調査の結果を、
住民基本台帳や固定資産の課税台帳と照合しながら、「誰が」「どのような被害を受け
たか」を特定した上で、発行する必要があります。被災者台帳は、その照合結果を効率
的・効果的に管理するために有用であり、被災者台帳のシステムの多くは、罹災証明書
の発行機能を備えています。

罹災証明と被災者台帳の関係
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また、以下に示すように、被災者台帳には「住家被害やその他被害の状況」、「罹災
証明交付状況」を管理することが定められており、これらを適切に入力・更新・管理し、
庁内で情報共有することで、被災状況の確認を必要とする減免処理などを効率的に行う
ことが可能になります。

・電話番号その他の連絡先 ・世帯構成 ・罹災証明書の交付の状況
・市町村長が台帳情報を当該市町村以外の者に提供することに被災者

本人が同意している場合には、その提供先
・提供先に台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時
・個人番号を利用する場合には、当該被災者に係る個人番号
・被災者の援護の実施に関し市町村長が必要と認める事項

・氏名 ・生年月日 ・性別 ・住所または居所
・住家の被害その他市町村長が定める種類の被害の状況
・援護の実施の状況
・要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由
・その他内閣府令で定める事項

災害対策基本法施行規則で
定める事項

（第90条の3第2項）

災害対策基本法で定める事項
（第90条の3第2項）

被災者台帳と罹災証明

被災者台帳

課税客体情報
資産情報
賦課情報

住民基本台帳

地番図
家屋図等

住家被害認定調査
・一次評価、二次評価
・損害割合算定
・罹災証明発行

被害認定状況
罹災証明交付状況等

固定資産税減免審査

被災状況

台帳作成・
更新

台帳参照

被災者台帳管理

固定資産税関連システム

自治体基幹システム 罹災証明書発行
申請

固定資産税減免
申請

住民

固定資産GIS

住民情報

避難行動
要支援者名簿

住民

被災者台帳のセットアップ・更新 罹災証明発行

被災者再建支援

住家被害認定調査

その他

☆現行仕様で標準化済

（例のひとつとして）

住家被害認定調査の
基礎情報として参照



被災した住家の被害の程度（全壊、半壊等）を調査し、その実施状況や認定結果を、
被災者台帳に記録することで、必要な支援を効率的・効果的に行うことができます。

一方、被災者台帳は被災者（住民）を基準に管理されますが、住家の被害調査は固定
資産の課税台帳をもとに家屋ごとに実施されることが多く、賃貸住宅などもありますか
ら、家屋の所有者は居住者とは限りません。また、被災者が住民登録をしていない場合
もあり、被災者からの申請に基づき改めて被災者と家屋の対応の確認が必要になります。

被災者と家屋を紐付けするには、以下のような方法があります。

 被災者（住民）と家屋所有者で名寄せ

• 課題：家屋所有者と居住者が一致しない場合には紐付かない

 被災者の住所と家屋所在地で名寄せ

• 課題：住居表示実施地区の場合、被災者の住所（住居表示）と、家屋所
在地（地番表示）が異なり、紐付かない

• GISを活用した地図上での紐付け

• 課題：目視・手作業による紐付けが必要

災害規模が大きい場合、この紐付け作業は膨大なものになり、罹災証明の発行の遅れ
などの原因となります。そこで、これを効率的に行うことが課題となり、平時から準備
をしておくことが重要です。

地域情報プラットフォーム準拠の固定資産税システムを導入している場合、「識別番
号」という自治体内で個人を識別する番号で家屋の所有者を管理しているため、識別番
号を使って突合することでと突合率を上げることが考えられます。

また、平時に住民基本台帳の住民と家屋情報を名寄せし、紐付けておくことで、発災
時には予め住民と紐付けられた住家被害の調査票を出力できる仕組みを整備し、住家被
害調査やシステムへの登録や減免処理等を迅速にできるようにしている例もあります。

被災住家データとの関係
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取り込み

取り込み

出力

OCRを利用した結果取り込み

家屋台帳の活用による被災家屋調査や減免処理の迅速化（新潟県三条市）



被災者台帳に住家被害の状況をしてくためには、被災者（住民）と被災住家の紐付け
をする必要がありますが、家屋所有者と居住者が異なる場合や、家屋の所在地が住居表
示地域の場合には、紐付けに手間がかかる場合があります。

この問題は、住民基本台帳に基づく地名辞典（住所辞書）が整備されていれば、解決
することができます。

地名辞典（住所辞書）とは、住民基本台帳の住所に対応する位置情報を付与して整備
したデータベースのことで、これにより、住民ひとりひとりが居住する位置を正確に把
握することができます。地名辞典（住所辞書）を用いれば、GISで住民の位置が容易に
地図上に展開できるため、家屋課税台帳と関連づく家屋図と重ね合わせれば、GISの機
能を使って被災者（住民）と被災家屋を迅速に紐付けることが可能になります。

地名辞典（住所辞書）やGISの活用

家屋＋被害調査結果

地名辞典
（住所辞書）

被災者台帳

住所 座標

○○町３－２ (35.667, 139.745)

××町８－１ (35.660, 139.729)

…

識別番号 氏名 住所 要介護情報

00001 ×山 健一 ○○町３－２ ○○○

00002 △川 裕子 ××町８－１ ×××

…

このままでは
地図上の位置との
対応が取れない

地名辞典の整備・
運用をすると…

現状かかえる
問題

問題に対する
解決策

得られる
効果

住基情報
識別番号 氏名 住所 …

00001 ×山 健一 ○○町３－２

00002 △川 裕子 ××町８－１

…

被災者の
居住位置

固定資産GIS
（家屋現況図・家屋図）

GIS上で串刺し
（オーバーレイ）GIS上で

重ね合わせ

住民（被災者）の位置を
地図上に容易に展開

住民（被災者）と被災家屋の
迅速な紐付け

家屋課税台帳
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団体統合宛名
（住所）



マイナンバーの利活用やクラウドへ対応について

マイナンバーの利活用

被災者台帳の作成にあたっては、個人番号（マイナンバー）の利用が可能です。（行
政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 
号）別表第一 36 の２、別表第二 56 の２）

危機管理下においてはマイナンバーの多面的活用が有効と考えられますが、被災者台
帳にマイナンバーを記載・記録する場合は、条例の措置等が必要がなるため、注意が必
要です。詳細は、「被災者台帳の作成等に関する実務指針」（平成２９年３月内閣府
（防災担当））を参照してください。

なお、災害発生時には「人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合にお
いて、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるとき」として、マイ
ナンバー利用の例外規定の適用もあり得るため、有事に備えた平時からの準備は重要で
す。（※新型コロナウィルス対策での例外規定の適用例あり）

クラウドへの対応

初期費用の抑制、柔軟な拡張性など、クラウドサービスのメリットは、被災者台帳の
システムについても当てはまります。また、適切なクラウドサービスを利用することで、
災害時の可用性の確保も可能になります。

「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年12月25日 閣議決定）では、マイナン
バー利活用の促進や、災害情報等に関する情報基盤の整備（被災者支援のクラウド基盤
等）を掲げているため、これらの動向を踏まえた対応の推進をすることが望まれます。

地域情報プラットフォーム標準仕様も、動向に応じて適宜仕様の改版を実施していく見
込みです。

「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤の抜本的な改善に向けてー工程表ー」から
（ 「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年12月25日 閣議決定） ）
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用語解説

用語 解説

インタフェース 複数のシステムの間に立ち、互いの情報のやり取りを仲介するための
規格・決まりのこと。

業務ユニット

地域情報プラットフォームにおける用語で、ワンストップサービスや
マルチベンダ化が可能な業務システムの単位のこと。現在の自治体業
務の区分けとして、全国的に普及している業務単位の名称。
他の業務ユニットやシステムとデータ連携をするための標準化された
インタフェースを備える。

クラウド
「クラウドコンピューティング（Cloud Computing）」を略した呼び
方で、データやアプリケーション等のコンピューター資源をネット
ワーク経由で利用する仕組みのこと。

GIS
（地理情報システム：
Geographic Information 
System）

位置情報を持ったデータを管理・加工して地図上に表示することによ
り、位置情報を視覚的に確認し、分析や判断に活用する情報システム
のこと。

地名辞典
（住所辞書）

業務情報を地図上に容易に見える化するために必要となる、場所を表
す地名や住所とその位置（座標）が対になったデータベースのこと。

統合DB

地域情報プラットフォームにおける用語で、業務ユニット間で必要と
なるデータを統合的に管理することにより、自治体内における業務ユ
ニット間のデータ連携を効率的に行う機能のこと。統合 DB 機能は、
各業務ユニットで分散管理されているデータを統合して、標準化され
た手段（業務ユニット間のデータ連携のインタフェース）により必要
とする業務ユニットに提供する。

マルチベンダ化 特定のベンダ（製品を作成する企業）に特定せず、様々なベンダの製
品を組み合わせて最適な製品を作り上げること。
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情報システムや、地域情報プラットフォーム、地理情報分野に特有の用語について解
説します。





利用条件

本書は、本書の内容及び表現が変更されないこと、および、出典、著作権表示を明
示することを前提に、無償でその全部または一部を複製、転記、引用して利用できま
す。なお、全体を複製された場合は、本利用条件を明示してください。

一般財団法人全国地域情報化推進協会が公開するドキュメントの内容は無保証で
提供されます。個々に含まれる情報の利用について商品性、特定目的適合性や第
三者権利の不侵害その他一切の、明示的、黙示的保証を行いません。

Copyright(C) 一般財団法人全国地域情報化推進協会 All rights reserved.

（裏表紙の裏）



（裏表紙）
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